
（平成２１年７月２３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

京都国民年金 事案 1204  

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年 10 月から 43 年２月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 42 年 10 月から 43 年２月まで 

             ② 昭和 55 年６月から 56 年３月まで 

    私は、転職が多かったが、65 歳になるまで、厚生年金保険と国民年金

の保険料は、間を空けずに納めていた。申立期間についても、保険料を

納付したはずであるので調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間①について、申立人は、昭和 42 年 10 月６日に国民年金の資格

を取得し、同月から 51 年５月までの国民年金保険料を納付していたことが、

Ａ県Ｂ市が保管している国民年金被保険者名簿で確認できるものの、社会

保険庁のオンライン記録では、平成２年２月 23 日に申立人の国民年金の資

格取得日を上記の昭和 42 年 10 月６日から、その後の厚生年金保険の被保

険者資格の喪失日である 43 年 11 月６日に修正したことにより、納付済み

であった申立期間を含む当該期間の保険料を誤適用であったとして、平成

２年３月９日に申立人に還付した旨記録されている。 

   しかし、申立人は、申立期間に被用者年金の被保険者等であった事実は

無いことから、誤った資格修正が行われた結果、申立期間の国民年金保険

料が還付されたものと考えられ、行政側の記録管理が適切に行われていな

かったことがうかがえる。 

   一方、申立期間②については、申立人が 65 歳に達し、国民年金通算老齢

年金の裁定請求手続を平成２年２月 20 日に行った際、申立期間が厚生年金



                      

  

保険の被保険者期間ではないことが判明したため、同年同月 23 日に、国民

年金被保険者期間に追加修正されたことが、社会保険庁のオンライン記録

で確認できることから、この時点では、申立期間の国民年金保険料は、既

に時効により納付できない期間であり、これを納付するには特例納付によ

ることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではない。 

   また、申立人が、申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人につ

いて、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 42年 10月から 43年２月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 1205 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。   

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

    昭和 36 年ごろ、区役所の職員から加入勧奨されて、国民年金に加入し

た。集金人に国民年金保険料を納付していたが、まとめて納付したこと

もあるので、申立期間が未納となっていることは納得できない。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度発足後、いち早く国民年金に加入するとともに、

申立期間を除き、国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納

付しており、申立人の保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 36 年９月に払い出されており、申立人は、このころに国民年金の

加入手続を行ったものと推認され、当時、厚生省（当時）の通達に基づき、

市町村でも過年度保険料を収納することが可能とされていた時期であり、

Ａ市でも過年度保険料を納付するよう勧奨することが通例であった上、申

立人は、38 年４月から保険料を納付していることが、社会保険庁のオンラ

イン記録により確認できることから、この納付に併せて、申立期間につい

ても納付したものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 1206 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年 11 月から４年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成３年 11 月から４年２月まで 

    私は、平成４年２月に結婚したが、それまでの国民年金保険料につい

ては、すべて父が納付してくれていた。申立期間の保険料については、

父から、納付期限が過ぎていたので、約３万円の保険料をさかのぼって

納付したと聞いている。 

    申立期間が未納になっているのは納得できないので、改めて調査して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は４か月と短期間であるとともに、申立人は、婚姻するまでの

申立人の国民年金保険料については、申立人の父親が納付してくれていた

としており、申立人が婚姻するまでの国民年金加入期間については、申立

期間を除き、厚生年金保険との切替手続を適切に行い、保険料を漏れ無く

納付していることが社会保険庁のオンライン記録から確認できる。 

   また、申立人は、申立人の父親が未納となっていた申立期間の国民年金

保険料として、約３万円の保険料を一括納付したとしており、未納保険料

が有った場合、社会保険事務所から納付書が送付されることが確認されて

おり、申立人の父親が納付したとする保険料額は、納付に必要な保険料額

とおおむね一致していることから、申立人の父親が申立期間の保険料を納

付したものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都厚生年金 事案 893 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 18 年８月から 19 年８月までの期間に

ついて、その主張する標準報酬月額（30 万円）に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期

間の標準報酬月額を 30 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る平成 18 年８月から 19 年８月までの期間

の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 18年８月 16日から 20年 11月８日まで 

    申立期間について、給与の支給額と社会保険庁における標準報酬月額を比

べると、社会保険庁の記録における標準報酬月額が低くなっているので、

調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録では、申立期間のうち平成 18 年８月から 19 年８月ま

での標準報酬月額については 20 万円と記録されている。 

   しかし、申立人が所持する給与明細書及び当該事業所の破産管財人が保

管する賃金台帳により、当該期間について、社会保険庁に記録されている

標準報酬月額に基づき計算された保険料額以上の保険料が給与から控除さ

れていることが確認できる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと



なる。   

   したがって、申立期間のうち平成 18 年８月から 19 年８月までの標準報

酬月額については、給与明細書及び賃金台帳に記載されている厚生年金保

険料の控除額から、30 万円に訂正することが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

社会保険事務の責任者であった役員は、標準報酬月額の引き下げについて

は社会保険庁の記録どおりに届出をしたとしており、その結果、社会保険

事務所は給与明細書及び賃金台帳で確認できる保険料控除額に見合う保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち平成 19 年７月 26 日に支払われた賞与については

社会保険庁の標準賞与記録と、申立人が所持する賞与支給明細書に記載さ

れている保険料控除額から算出した賞与支給額が一致していることから、

記録の訂正は行なわない。 

   また、申立期間のうち平成 19 年９月１日から 20 年 11 月８日までの期間

については、社会保険事務所の申立てに係る経過の説明書及び社会保険庁

の記録によると、当該事業所が倒産した情報を得たため、その後、破産管

財人に対し調査をした上で、既に社会保険事務所の職権により 21 年２月

19日に申立人の実際の給与に見合う標準報酬月額に訂正処理が行われてい

る。 



京都厚生年金 事案 894 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 18 年９月から 19 年８月までの期間に

ついて、その主張する標準報酬月額（30 万円）に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期

間の標準報酬月額を 30 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成 18 年９月から 19 年８月までの期間

の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年９月から 20年 11月８日まで 

    申立期間について、給与の支給額と社会保険庁における標準報酬月額を比

べると、社会保険庁の記録における標準報酬月額が低くなっているので、

調査の上、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録では、申立期間のうち平成 18 年９月から 19 年８月ま

での標準報酬月額については 22 万円と記録されている。 

   しかし、当該事業所の破産管財人が保管する賃金台帳により、当該期間

について、社会保険庁に記録されている標準報酬月額に基づき計算された

保険料額以上の保険料が給与から控除されていることが確認できる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定または決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。   



   したがって、申立期間のうち平成 18 年９月から 19 年８月までの標準報

酬月額については、賃金台帳に記載されている厚生年金保険料の控除額か

ら、30 万円に訂正することが妥当である。            

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

社会保険事務の責任者であった役員は、標準報酬月額の引き下げについて

は社会保険庁の記録どおりに届出をしたとしており、その結果、社会保険

事務所は賃金台帳で確認できる保険料控除額に見合う保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

   一方、申立期間のうち平成 19 年７月 26 日に支払われた賞与については

社会保険庁の標準賞与記録と賃金台帳に記載されている賞与額が一致して

いることから、記録の訂正は行なわない。 

   また、申立期間のうち平成 19 年９月１日から 20 年 11 月８日までの期間

については、社会保険事務所の申立てに係る経過の説明書及び社会保険庁

の記録によると、当該事業所が倒産した情報を得たため、その後、破産管

財人に対し調査をした上で、既に社会保険事務所の職権により 21 年２月

19日に申立人の実際の給与に見合う標準報酬月額に訂正処理が行われてい

る。 



京都厚生年金 事案 895 

 

第１ 委員会の結論 

   有限会社Ａに係る申立期間①について、申立人の申立てに係る事業所に

おける資格喪失日は、平成５年４月 27 日であると認められることから、申

立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

   なお、平成４年２月から同年６月及び同年 10 月から５年３月までの標準

報酬月額については 26 万円とすることが妥当である。 

   申立期間①のうち平成４年７月から同年９月までの期間について、その

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められることから、当該期間の標準報酬月額を、同

年７月については 26 万円、同年８月及び同年９月については 28 万円とす

ることが妥当である。 

   また、申立人は、平成５年４月から同年 12 月までの厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認められることから、申立人の

上記訂正後の有限会社Ａにおける資格喪失日に係る記録を６年１月 21 日

とし、当該期間の標準報酬月額を、５年４月から同年６月までの期間につ

いては 24 万円、同年７月から同年 11 月までの期間については 34 万円、同

年 12 月については 32 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は申立人に係る申立期間のうち、平成４年７月から同年９

月までの期間及び５年４月から同年 12 月までの期間に係る厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   Ｂ株式会社に係る申立期間②について、申立人は、申立期間のうち、平

成 16 年６月から同年８月までの期間について、その主張する標準報酬月額

（11 万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立期間のうち、当該期間の標準報

酬月額に係る記録を 11 万 8,000 円に訂正することが必要である。 

   また、平成 16 年８月 10 日、同年 12 月 10 日、17 年８月 10 日、同年 12

月 20 日及び 18 年 12 月 22 日について、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、標準賞与額を平成 16 年８月 10 日は３万円、同年 12 月 10 日は

５万円、17 年８月 10 日は４万円並びに同年 12 月 20 日及び 18 年 12 月 22

日は５万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る平成 16 年６月から同年８月までの期間の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料及び同年８月 10日、同年 12月 10日、



17 年８月 10 日、同年 12 月 20 日及び 18 年 12 月 22 日の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成４年２月１日から６年１月 21日まで 

             ② 平成 16年２月５日から 20年 10月 26日まで 

    平成６年３月 30 日に社会保険事務所で年金記録を確認したところ、①の

申立期間について給与から厚生年金保険料が控除されているのに、厚生年

金保険が未加入となっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。また、Ｂ株式会社に係る②の申立期間において正社

員として勤務していたが、入社当初から受け取っていた給与額に較べて厚

生年金保険の標準報酬月額が違うので記録を訂正してほしい。また、賞与

から厚生年金保険料が控除されていたが、標準賞与額の記録が無いので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、社会保険庁の記録によると、当該事業所は、平成

５年２月 25 日に、４年 12 月 21 日付けで厚生年金保険の適用事業所ではな

くなった旨の処理が行われており、その後、５年４月 27 日の時点において、

当該事業所の事業主及び申立人を含む３人の被保険者について、４年２月

１日付けで被保険者ではなくなったとする資格喪失の処理が遡及
そきゅう

して行わ

れ、それ以外の１人についても同時期に同様の資格喪失の処理が行われて

おり、申立人については、同年７月の報酬月額変更届及び同年 10 月の報酬

月額算定基礎届が合わせて取消処理されていることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人について、平成４年２月１日に資

格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該処理に係る記録は有

効なものではないことから、申立人の資格喪失日は５年４月 27 日であると

認められる。  



   なお、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会

保険事務所に当初届出た平成３年 10 月１日及び４年 10 月１日の報酬月額

算定基礎届の記録から、同年２月から同年６月及び同年 10 月から５年３月

までの期間は 26 万円とすることが妥当である。 

   また、平成４年７月から同年９月までの期間については、同年７月１日

付けの報酬月額変更届については、同年４月から同年６月に支給されてい

る給与明細書から報酬月額の平均額を計算しても、厚生年金保険法第 23 条

（報酬月額の改定）に該当していないことが確認できることから、事業主

から当初届けられた同年７月１日付けの報酬月額変更の届出については、

事実に基づかない処理であったと認められ、当該月額変更届に基づいて標

準報酬月額の改定が行われている同年７月から同年９月までの期間につい

ては、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、当該期間に支給されている給与明細書の支給額及び控除額からみ

た標準報酬月額の認定を行うことが妥当である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額

から、平成４年７月は 26 万円、同年８月及び同年９月は 28 万円とするこ

とが妥当である。 

   申立期間①のうち、平成５年４月 27 日から６年１月 21 日までの期間に

ついては、給与明細書、元事業主及び複数の同僚の供述により、申立人が

同年１月 20 日まで有限会社Ａに継続して勤務し、厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の上記

訂正後の有限会社Ａにおける資格喪失日に係る記録を同年１月 21 日とす

ることが必要である。 

   また、当該期間の標準報酬月額については、平成５年４月から同年６月

までの期間は 24 万円、同年７月から同年 11 月までの期間は 34 万円、同年

12 月は 32 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立期間のうち、平成４年７月から同年９月までの期間及び５年

４月から同年 12 月までの期間に係る厚生年金保険料について、事業主が申

立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、元事業主

は申立人の資格喪失の届出については、申立てどおりの届出を行っていな

いものの、社会保険事務所へ納付したかは不明である旨回答しているが、

申立人を含めて４人の被保険者の資格喪失届が遡及
そきゅう

して処理されているこ

とから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格喪失の届出を行って

いたことがうかがえ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る上記の

申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場



合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の

保険料を納付していないと認められる。 

   Ｂ株式会社に係る申立期間②について、申立人が所持している給与明細

書から、社会保険庁に記録されている標準報酬月額より高い額で給与及び

賞与が支給されていることが確認できる。 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額及び標準賞与額の相違について申立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき標準報酬月額又は標準賞与額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと

認められる保険料額及び申立人の報酬月額又は賞与支給額のそれぞれに基

づく標準報酬月額又は標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

報酬月額又は標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

   したがって、申立期間のうち平成 16 年６月から同年８月までの期間に係

る申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる保険

料控除額及び報酬月額から判断すると、11 万 8,000 円とすることが妥当で

ある。 

   次に、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる

賞与支給額及び保険料控除額から判断すると、平成 16 年８月 10 日は３万

円、同年 12 月 10 日は５万円、17 年８月 10 日は４万円並びに同年 12 月 20

日及び 18 年 12 月 22 日は５万円に訂正することが必要である。 

   なお、申立人に係る申立期間②のうち、平成 16 年６月から同年８月まで

の期間の保険料及び同年８月、同年 12 月、17 年８月、同年 12 月及び 18

年 12 月の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、当該事業所に照会したところ、事務手続に不備があった

と思われる旨の回答があった上、標準賞与額については、給与明細書にお

いて確認できる保険料控除額に見合う標準賞与額と社会保険事務所で記録

されている標準賞与額が、複数の時期において一致していないことから、

事業主は給与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬

月額及び標準賞与額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当

該報酬月額及び賞与額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間②のうち、平成 16 年２月から同年５月、同年９月から 20

年９月までの期間については、給与明細書上の保険料控除額を基に算定し

た標準報酬月額と社会保険事務所の記録上の標準報酬月額は一致しており、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 896  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場（現在は、Ｃ株式

会社)における資格取得日に係る記録を昭和 34 年１月５日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を 9,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年１月５日から同年 10月１日まで  

    私は、昭和 31 年３月に、Ｄ市Ｅ区にあったＡ株式会社Ｆ部に入社し、継

続して勤務していたが、社会保険事務所へ照会したところ、同社Ｂ工場の

トランジスタ部門の業務拡大に伴い異動した際の期間が厚生年金保険の未

加入期間となっている。申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間

として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社が保管する申立人の人事記録及び複数の同僚の供述により、申立

人が同社に継続して勤務(昭和 34 年１月５日にＡ株式会社Ｇ工場から同社Ｂ

工場に異動)していたことが認められる。 

   また、当時の経理担当者は、申立期間当時、Ａ株式会社Ｇ工場が同社Ｂ工場

へ移転した時期と、厚生年金保険の本社一括適用の時期とが重なったため、

届出についての手続ミスがあり、厚生年金保険料を控除していたにもかかわ

らず、適正な届出が行われなかった旨の供述をしている。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたものと認められる。 



   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 33年 10月の社会保険事務

所の記録から、9,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、上記のように、

当時の経理担当者は、申立期間当時、申立人の厚生年金保険の届出について、

適正に行われなかった可能性がある旨の供述をしており、事業主が社会保険

事務所の記録どおりの届出を行ったことがうかがわれ、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



京都厚生年金 事案 897 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（後に、Ｂ株式会

社）における資格喪失日に係る記録を昭和 42 年６月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所  ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年５月 31 日から同年６月１日まで 

    昭和 41 年３月 12 日に株式会社Ａに入社し、61 年３月 21 日に退社す

るまで継続して勤務していたが、社会保険事務所に照会したところ、Ｃ

株式会社（後に、Ｄ株式会社）に異動した際の期間が厚生年金保険の未

加入期間となっている。申立期間について、厚生年金保険の加入期間と

して訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   雇用保険の加入記録、現在の事業主及び複数の元同僚の回答から、申立

人が申立てに係る関連会社に継続して勤務し（昭和 42 年６月１日に株式会

社ＡからＣ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、株式会社Ａに係る昭和 42 年

４月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立期間当時、従業員の担当業務に応じて株式会社

ＡとＣ株式会社に配置していただけで、厚生年金保険料を給与から控除し、

社会保険事務所の納入告知書と突合して納付していたはずであると主張し

  



ているが、申立人に係る申立期間の保険料が納付された事実を確認するこ

とができないほか、事業主が資格喪失日を昭和 42 年６月１日と届け出たに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを同年５月 31 日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、事業主が同年５月 31 日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月分の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



京都厚生年金 事案 898 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間のうち平成７年３月から８年９月までの標準報酬月額につ

いては 44 万円、同年 10 月から 11 年４月までについては 41 万円に訂正す

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年３月１日から 11年５月 21日まで 

    社会保険事務所に照会したところ、株式会社Ａに勤務していた期間のうち、

平成７年３月分から 11年４月分までの標準報酬月額が当時の給与額と比較

して低くなっている。給与明細書を所持しているので、申立期間について、

実際に支払った保険料に相当する標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している給与明細書によれば、申立人が申立期間において、

申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉徴収し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、申立人の標準報酬



月額については、上記の給与明細書において確認できる厚生年金保険料の

控除額から、平成７年３月から８年９月までの期間を 44 万円、同年 10 月か

ら 11年４月までの期間は 41万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立人の給与明細書において確認できる保険料控除額に相当する標準報酬

月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致

していないことから、事業主は、同給与明細書で確認できる保険料控除額

に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っていないため、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。  



                      

京都国民年金 事案 1207  

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年７月から 49 年８月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年７月から 49 年８月まで 

    私は、健康保険と国民年金は空白期間が生じてはならないと思って

いたので、退社した昭和 47 年６月 30 日の時点では、Ａ区役所で、家

族の国民健康保険とともに国民年金の加入手続を終えていた。 

    国民年金保険料は、私が設立した会社が昭和 49 年９月１日に厚生年

金保険の適用事業所となるまで、国民健康保険料と同時に、いつもＡ

区役所で納付していた。納得いかないので記録の訂正をしてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年６月に会社を退職した時点で、Ａ区役所に出向き

国民健康保険と一緒に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は国

民健康保険料とともに納付していたと主張している。しかしながら、保

険料を納付するためには国民年金手帳記号番号が払い出されていること

が必要であるが、申立人には、手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらず、これは社会保険庁のオンライン記録とも一致し、申立人は申立

期間の保険料を納付できなかったものとみるのが相当である。 

   また、申立人の基礎年金番号は、申立人が、厚生年金保険の被保険者

資格を昭和 30年４月４日に取得した際の厚生年金保険被保険者記号番号

であり、基礎年金番号制度の導入以前に、同基礎年金番号では申立期間

の国民年金保険料の納付はできず、申立内容とは符合しない。 

   さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の



                      

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

京都国民年金 事案 1208 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年２月から 49 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年２月から 49 年３月まで 

    私の国民年金は、妻が母親と一緒に、昭和 48 年 10 月ごろに加入手

続を行い、未納となっていた申立期間の国民年金保険料を同年 10 月か

ら同年 12 月までごろに約５万円を納付した記憶がある。さかのぼって

納付した記録が無いというのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻が昭和 48 年 10 月ごろに申立人の母親と一緒に

国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、国民年金保険料納付の

前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、49 年５月に払い出されて

いるのに対し、申立人の母親の手帳記号番号は、50 年７月に払い出され

ており、一緒に加入手続を行ったとする申立内容とは符合しない。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続後、昭和 48 年 10 月から同年 12

月までごろに申立人の妻が申立期間の国民年金保険料として約５万円を

納付したと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた時点では、第２回目の特例納付の実施期間（昭和 49 年１月１日から

50 年 12 月 31 日まで）であり、さかのぼって納付することは可能である

ものの、納付したとする保険料額は、申立期間の保険料額とは大きく相

違する。 

   さらに、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人若しくは申

立人の妻が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も



                      

見当たらない。 

   加えて、申立人について、改名前の氏名を含め複数の読み方で検索し

ても該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

京都国民年金 事案 1209 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 41 年３月まで 

    国民年金については、母親が昭和 36 年４月に父親と私の国民年金の

加入手続を行い、集金人に父親と私の国民年金保険料を現金で納付し、

国民年金手帳に領収印を押してもらっていたのを記憶している。未納

期間が有ることに納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母親が申立人の父親と申立人の国民年金加入手続

を行い、国民年金保険料を集金人に申立人の父親の保険料と一緒に納付

していたと主張している。しかしながら、申立人の保険料納付の前提と

なる国民年金手帳記号番号が払い出されたのは、社会保険事務所が保管

している国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 41 年７月であるのに

対し、申立人の父親の手帳記号番号は 36 年９月に払い出されていること

が確認できることから、申立期間の保険料を申立人の父親と一緒に納付

することはできず、申立内容とは符合しない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 41 年７月時

点では、申立期間の一部は時効により納付できず、申立期間の国民年金

保険料を納付するには過年度納付及び特例納付によることとなるが、申

立人からは、さかのぼって申立期間の保険料を納付したとの主張も無い。 

   さらに、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに申立人の母親

が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たら



                      

ない。 

   加えて、申立人について、氏名を複数の読み方で検索しても、該当者

はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

京都国民年金 事案 1210 

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年１月から平成４年９月までの期間及び平成６年４月

から 16 年７月までの期間の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年１月から平成４年９月まで 

             ② 平成６年４月から 16 年７月まで 

    私は、20 歳になった昭和 59 年１月ごろに、Ａ区役所で国民年金の加

入手続を行い、国民年金保険料は、同区役所、社会保険事務所、郵便

局や金融機関で納付し、領収書を受け取ったことを覚えている。また、

母親と一緒に納付した時期も有る。社会保険庁の記録に納得がいかな

いので、調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 59 年１月ごろに、Ａ区役所において国民

年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付していたと主

張している。しかしながら、申立人の基礎年金番号は、平成 16 年 10 月

６日付けで、厚生年金保険の被保険者記号番号が付番されたものである

ことが社会保険庁の基礎年金番号情報で確認でき、申立人が申立期間の

保険料を納付するには、国民年金手帳記号番号が払い出されていること

が必要であるが、同手帳記号番号が払い出された形跡は無く、申立人に

ついて、婚姻前の氏名を含め、複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、申立人に同手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

   また、申立人に基礎年金番号が付番された上記の時点では、申立期間

の大部分は、時効により国民年金保険料を納付することができない期間



                      

であり、これを納付するには過年度納付及び特例納付によることとなる

が、特例納付が実施されていた時期ではなく、申立人からは、保険料を

さかのぼって納付したとの主張も無い。 

   さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を母親と一緒に納付し

たとも主張しているが、その時期等が曖昧
あいまい

である上、申立期間①当時、

申立人の母親については、保険料の法定免除期間又は第３号被保険者期

間であることが確認でき、申立人は、申立人の母親と一緒に保険料を納

付できなかったものと考えるのが相当である。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

京都国民年金 事案 1211 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年４月から 56 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年４月から 56 年５月まで 

    私は、昭和 53 年４月に社会人になった後、56 年６月に共済組合の組

合員になるまでの間の国民年金保険料は、母親が納付してくれていた

と思う。社会保険事務所の調査でも、53 年４月に国民年金に加入した

ことになっているので、加入したのであれば保険料を納付していたと

思うので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年４月から 56 年６月に共済組合の組合員になるま

での申立期間の国民年金保険料については、申立人の母親が納付してく

れていたと主張しているが、保険料納付の前提となる申立人の国民年金

手帳記号番号は 53年４月に払い出されていることが社会保険事務所が保

管している国民年金手帳記号番号払出簿により確認できるものの、国民

年金の加入状況や保険料の納付状況等を記録しているＡ市の国民年金収

滞納リストにより、申立期間は未納とされていることが確認でき、これ

は社会保険庁のオンライン記録とも一致している上、ほかに申立人が申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   また、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い上、申立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はお



                      

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

京都国民年金 事案 1212 

                     

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年 11 月から平成２年９月までの国民年金付加保険料

については、納付していたものと認めることはできない。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 55 年 11 月から平成２年９月まで 

    私は、社会保険事務所に国民年金保険料納付記録について照会した

ところ、申立期間については、付加保険料を納付した記録が確認でき

ないとの回答をもらったが、申立期間について、夫が付加保険料を納

付したはずであるので、調査してほしい。 

 

第３  委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が、申立期間の国民年金付加保険料を納付した

と主張しているが、申立人は、昭和 50 年１月 23 日に国民年金の加入に

併せ、付加保険料納付の申出を行い、同月から付加保険料を納付してい

ることが確認できるものの、51 年９月１日に厚生年金保険に加入したこ

とにより、同日に国民年金被保険者の資格を喪失していることが、申立

人が所持している国民年金手帳でも確認できる。 

   また、申立人は、その後、昭和 55 年 11 月４日に国民年金に再加入し

ていることが、Ａ県Ｂ市が保管している国民年金被保険者名簿により確

認できるものの、国民年金付加保険料を納付するには、改めて付加保険

料納付申出を行う必要があるが、申立人が付加保険料納付申出を行った

記録は無く、このことは、社会保険庁のオンライン記録とも一致してい

る。 

   さらに、国民年金付加保険料は、定額保険料と併せて納付することと

されており、Ｂ市が保管している国民年金被保険者名簿では、申立期間

について付加保険料を納付した記録は無く、申立人が所持している国民



                      

年金保険料を口座振替していた当時のＣ銀行Ｄ通帳（昭和 57 年３月から

平成元年 12 月まで）でも、保険料として引き落とされている金額は、定

額保険料のみの金額であることが確認できることから、申立人は、付加

保険料を納付していなかったものとみるのが相当である。 

   加えて、申立人が、申立期間の国民年金付加保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに付加保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人につ

いて、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金付加保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



                      

京都国民年金 事案 1213 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年８月から 62 年９月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。   

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年８月から 62 年９月まで 

    昭和 47 年７月ごろ夫が会社を退職したことにより、夫が、自身及び

私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料についても、途切れ

ることなく二人分の保険料を納めていた。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できないため、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を夫自身の保険料

と併せて納付してくれていたと主張している。しかしながら、申立人は、

申立人の夫が昭和 61 年４月 25 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得

したことに伴い、同日付けで国民年金第３号被保険者となり、申立期間

中も保険料の納付を要しない同資格のままであったことが、Ａ市が保管

している国民年金収滞納リストにおいても確認できることから、申立期

間について、保険料を納付したとする申立内容は不自然である上、保険

料を一緒に納付していたとする申立人の夫についても、申立期間は未納

である。 

   ちなみに、申立人の夫が昭和 61 年８月１日に厚生年金保険の被保険者

資格を喪失したことに伴い、申立人は、国民年金第３号被保険者の非該

当者となり、保険料の納付が必要となる第１号被保険者とされたのは、

平成元年 11 月２日であることが社会保険庁のオンライン記録で確認で

き、申立人は、資格の修正がされたこのころに第３号被保険者から第１

号被保険者への種別変更手続を行ったものと考えられ、申立人は、この



                      

時点で納付可能なすべての期間である昭和 62 年 10 月から平成元年３月

までの保険料を過年度納付していることが社会保険庁のオンライン記録

で確認できる。 

   また、申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人の

氏名について、複数の読み方で検索したが該当者はおらず、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。  



京都厚生年金 事案 899 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年５月１日から同年 10 月 20 日まで 

             ② 昭和 40 年 10 月 21 日から 41 年３月 10 日まで 

    昭和 40 年３月にＡ株式会社を退職し、自動車教習所に通いながら①の

申立期間にＢ株式会社に勤めた。社会保険庁の記録では、Ｂ株式会社で

昭和 41 年３月８日から６月 16 日までと記録されているのは改ざんであ

り納得できない。 

    昭和 40 年 10 月にＢ株式会社を退職して、すぐにＣ社に入社し、②の

申立期間勤務した。 

    申立期間①及び②の期間について、厚生年金保険の被保険者期間と認

めてほしい。 

                       

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ株式会社に係る申立期間①について、当時の同僚のうちの一人が申立期間

に申立人が勤務していたと供述していることから、申立人が当時、当該事業

所に勤務していた可能性はあるが、社会保険事務所の当該事業所に係る被保

険者名簿及び雇用保険加入の記録、並びに当該事業所が保管していた「労働

者名簿」において、いずれも申立人の当該事業所に係る加入記録が、昭和 41

年３月８日から同年６月 16日と記載されており、このほかに申立人の当該事

業所に係る記録は無く、申立人の申立期間における正確な勤務実態及び給与

から厚生年金保険料が控除されていた事実を確認することはできない。 

   また、当該事業所が保管していた「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得

確認及び標準報酬決定通知書」、「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届」



によれば、申立人の当該事業所における資格取得日は昭和 41年３月８日、資

格喪失日は、同年６月 16日と記載されており、社会保険事務所の当該事業所

に係る被保険者名簿の資格取得日、資格喪失日と一致している。 

   さらに、社会保険事務所が保管するＢ株式会社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿においても、申立期間に申立人の氏名は記載されておらず、健

康保険の整理番号も連続しており欠番も見られないため、申立期間において

申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   Ｃ株式会社に係る申立期間②について、申立人が当該事業所に勤務していた

ことは当時の同僚の供述により推認できるが、当該事業所に文書照会したと

ころ、申立期間当時における賃金台帳等の関連資料は保管されていないと回

答しているため、申立人の申立期間における正確な勤務実態及び申立人の

給与から厚生年金保険料が控除されていた事実を確認することができない。 

   また、同僚は「入社してすぐ正社員ではなく、研修期間が３か月程度あった。」

と供述している。 

   さらに、社会保険事務所が保管するＣ株式会社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿においても、申立期間に申立人の氏名は記載されておらず、健

康保険の整理番号も連続しており欠番も見られないため、申立期間において

申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 900 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年 12月２日から 33年 12月 31日まで 

    私は、昭和 27年４月にＡ商店に入社し、29年３月に同社の社長の指示で

Ｂ株式会社に出向した。その後、Ａ商店は倒産したが、私はそのままＢ株

式会社に勤務し 30 年 12 月に同社がＣ株式会社に名称変更した後も継続し

て働いていた。 

    社会保険庁の厚生年金保険の加入記録については、昭和 30年 12月１日で

Ｃ株式会社において資格喪失となっていることに納得がいかない。調査の

上、申立期間について厚生年金保険の加入記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人はＢ株式会社がＣ株式会社に名称変更したことを正確に記憶してい

ること及び申立人が記憶している同僚の氏名が社会保険事務所の当該事業所

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に複数確認できることから、申立

人が申立期間において当該事業所に勤務していた可能性はある。 

   しかし、Ｃ株式会社の解散当時の事業主に照会したところ、「会社が閉鎖

登記（平成 17 年４月 20 日付け破産）をしており、書類等が廃棄されてい

るため、返答できない。」と回答していることから、同事業所の状況や申立

人の勤務状況等については確認することができない。 

   また、社会保険事務所のＣ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿において、昭和 30 年 12 月１日付けで申立人を含めて 3 人の被保険者

が資格を喪失し、その後、当該事業所が適用事業所でなくなった 31年１月１

日までに全員が資格を喪失していることが確認できる。 



   さらに、申立人は、Ｃ株式会社の本社がＤ（地名）にあったことを記憶して

いることから、本社について調査を行なったが、社会保険事務所が保管する

適用事業所名簿及び社会保険庁の記録において、同事業所名では厚生年金

保険の適用事業所としての記録が無い。また同事業所名で申立期間当時の

商業登記簿謄本も確認できないことから、本社について当時の情報を得るこ

とができなかった。 

   加えて、当時、Ｃ株式会社に勤務していた同僚に照会しても、申立期間にお

ける申立人の勤務実態及び給与から厚生年金保険料が控除されていた事実を

確認するための供述を得ることはできなかった。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 901 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年９月１日から同年 10月 31日まで 

    平成 17 年９月１日から株式会社Ａに勤務していた。同日から、社会保険

に加入すると聞いていた。同年 10 月 29 日に通院したＢ医院から健康保険

の資格がないと言われ、株式会社Ａの上司に話をすると、同社が医療費の

差額を支払った。申立期間において厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの人事記録及び申立期間当時の同社の担当部署の責任者の供

述並びに雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間において株式会社Ａ

に勤務していたことは認められる。 

   しかし、株式会社Ａに照会したところ、「平成 17 年 10 月 15 日までの期

間については、申立人が株式会社Ｃにも勤務し、同社で厚生年金保険に加

入していたため、当社では、同年 10 月までの期間については厚生年金保険

料を控除していなかった。」と回答しており、株式会社Ａに保管されている

当時の給与明細書においても、上記の回答のとおり申立期間において申立

人の給与から厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

   また、株式会社Ａが保管する申立人の健康保険被保険者証の写しによれ

ば、健康保険の資格取得年月日は平成 17 年 11 月１日と記載され、これは

社会保険庁の申立人の株式会社Ａに係る厚生年金保険被保険者資格取得の

記録とも一致しており、株式会社Ａが申立人の厚生年金保険の被保険者資

格取得日を同日付けで社会保険事務所に届け出たことが確認できる。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情はない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 902 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 20 年４月１日から 21 年２月１日まで 

    私は、昭和 20 年４月ごろにＡ市Ｂ区Ｃ町にあったＤ株式会社に入社し、

22 年１月まで電気工として勤務していたが、社会保険事務所に厚生年金

保険の被保険者記録を確認したところ、資格取得日が 21 年２月１日と

なっている。申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間当時のＤ株式会社における勤務状況の記憶は詳細であ

り、元同僚は申立人が当該事業所に勤務していたと供述していることから、

期間の特定はできないものの、申立人は申立期間において、当該事業所に

電気工として勤務していた可能性が認められる。 

   しかし、Ｄ株式会社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってい

る上、申立期間当時の事業主は所在不明であり、当時の賃金台帳等関連資

料の存否も不明であるため、申立人の勤務実態及び申立人の給与から厚生

年金保険料が控除されていた事実を確認することができない。 

   また、上記の元同僚は、申立人が入社したと主張している昭和 20 年４月

ごろは、同年３月の大空襲によりＤ株式会社の工場や事務所も焼失し、仕

事ができる状況ではなく、その復旧で大変な時期であった旨供述している

ことから、申立人の正確な勤務期間及び申立期間における厚生年金保険の

適用について事実を確認することはできない。 

   さらに、複数の元同僚は、Ｄ株式会社においては試用期間があり、実際



の入社日より遅れて厚生年金保険の資格を取得している旨供述しているほ

か、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 17 年１月１日よ

り以前に入社している複数の元同僚についても、適用日よりも後の同年９

月及び 18 年４月に資格取得していることが確認できることから、当時当該

事業所においては、すべての従業員について、入社後ただちに厚生年金保

険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 903 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年７月から平成元年８月まで 

    Ａ製作所（現在は、Ｂ株式会社）に勤務していたが、この期間の厚生

年金保険の加入記録が無い。間違いなく勤務していたので、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ製作所に照会したところ、事業主は、「申立人についての記憶はなく、申

立期間当時、アルバイトは厚生年金保険に加入させていなかった。」と供述し

ている上、当時の従業員の一人は、「当時、厚生年金保険に加入していたのは、

役職者や縁故者等特定の人であった。」と供述しているほか、申立人も当時の

雇用形態については、「アルバイトであったと思う。」としている。 

   また、申立期間にＡ製作所に勤務していた複数の従業員に照会しても、申

立てに係る事実を確認するための供述を得ることはできなかった。 

   さらに、申立期間当時の賃金台帳等関連資料は保管されておらず、当該事

業所における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料が給与から控除されてい

た事実について確認することができない。 

   加えて、社会保険庁の申立人に係る年金記録を見ると、昭和 61年７月から

平成２年９月までの期間は、国民年金保険料の法定免除期間となっており、

申立期間が当該期間に含まれているため、申立期間において給与から厚生年

金保険料が控除されていたとする申立人の主張をそのまま肯定することはで

きない。 

   その上、社会保険事務所の保管するＡ製作所に係る健康保険厚生年金保険



被保険者名簿及び社会保険庁の記録においても、申立期間に申立人の氏名は

記録されておらず、健康保険の整理番号が連続しており、欠番も見られない

ため、申立期間において申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   また、申立人の申立期間におけるＡ製作所に係る雇用保険の加入記録は確

認できない。 

   このほか、申立てに係る事実について確認できる関連資料、周辺事情は無

い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 904 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年３月 24日から 37年２月３日まで 

             ② 昭和 41年３月 16日から同年８月１日まで 

    昭和 32年 11 月１日から 41年８月１日まで、Ａ店に織子として継続して

勤務していたが、社会保険事務所へ照会したところ、申立期間①及び②の厚

生年金保険の被保険者記録が無く、両申立期間とも国民年金の被保険者期間

となっている。国民年金に加入した憶えは無く、両申立期間について、厚生

年金保険の被保険者期間として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ店の事業主及び複数の元同僚の供述から、申立人が

当該事業所に勤務していたことは推認できるが、当該事業所に照会したとこ

ろ、申立期間当時の人事記録や給与台帳等の関連資料が保管されていないた

め、申立期間における申立人の勤務実態及び給与から厚生年金保険料が控除

されていた事実を確認することができない。 

   また、社会保険事務所の保管するＡ店に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において、申立人は昭和 34 年３月 24 日に被保険者の資格を喪失し、そ

の後、37 年２月３日に資格を再取得していることが記載されており、その間

申立人は 34年４月＊日に婚姻しているが、申立期間①に申立人の婚姻後の氏

名は記録されておらず、健康保険の整理番号が連続しており、欠番も見られ

ないため、申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   さらに、申立期間①当時、事業主が経理及び労務事務を委託していたと

するＢ商工会及びＣ協同組合に照会しても、申立人の勤務期間及び申立期



間の厚生年金保険の適用について確認できる関連資料等が保管されていな

いため、申立期間における厚生年金保険料控除の事実を確認することができ

ない。 

   加えて、申立人は申立期間①において国民年金に加入した憶えは無いと

主張しているが、社会保険庁の国民年金の記録から、昭和 52 年 10 月に 36

年４月から同年７月までの４か月分、１万 6,000 円を附則４条に基づく国

民年金保険料の特例納付を行ったことが確認できる。 

   申立期間②について、複数の元同僚が｢申立人は離婚することとなり、元

配偶者とほぼ同時期に退職した。｣と供述しており、このことは、上記の被

保険者名簿において、申立人及び申立人の元配偶者の資格喪失日が共に昭和

41年３月 16日と記録されていることと一致することから、申立期間②におけ

る申立人の勤務実態及び給与から厚生年金保険料が控除されていた事実を確

認することができない。 

   このほか、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 905 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年３月 15 日から 33 年４月１日まで 

    申立期間について、社会保険事務所から脱退手当金を支給済みという

回答が有ったが、脱退手当金を受領した覚えがないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か

月後の昭和 33 年６月 26 日に支給決定されているとともに、支給額に計算

上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人が勤務していた事業所の厚生年金保険被保険者名簿の申立

人の欄には「脱」表示は無いものの、申立人を含め、昭和 33 年６月以前に

当該事業所において脱退手当金の支給記録の有る８人全員に「脱」表示が

無いことから、「脱」表示が無いことをもって、脱退手当金が支給されてい

ないと推認することはできない上、当時は通算年金制度創設前であること

を踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえ

ず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 906 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年９月１日から 36 年５月 17 日まで 

    Ａ工場に勤務していた申立期間について、社会保険事務所の記録では

脱退手当金を支給したことになっているが受給した記憶はない。 

    私と同様の申立ての方がいるということは記録が間違っているという

ことである。申立内容を認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の被保険者名簿には、脱退手当金が支給されていることを意味す

る「脱」の表示が有るとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算

上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から１

か月後の昭和 36 年６月 20 日に支給決定されているほか、社会保険業務セ

ンターが保管する申立人の被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために

必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定

庁へ回答したことが記録されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 907  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年８月１日から 44 年 12 月 31 日まで 

    昭和 41 年７月 11 日にパート職員としてＡ病院に採用され、42 年８月

１日から嘱託職員となったが、健康保険証や厚生年金保険被保険者証は

受け取っていない。申立期間について、厚生年金保険に加入していたこ

とを認識していなかったので、脱退手当金の請求はしていない。 

  

 第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間に係る事業所の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金

が支給されていることを意味する「脱」表示が有り、被保険者名簿の申

立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日が記載されている頁と前後 12頁

に記載されている脱退手当金受給要件を満たす女性 23 人のうち、社会保

険庁のオンライン記録で脱退手当金を受給していることが確認できる者

は、申立人のほかに８人みられるが、その８人全員に「脱」表示が有る。 

    また、申立人は健康保険証及び厚生年金保険被保険者証を事業所から

もらっていないと主張しているが、被保険者名簿の申立人の欄には、健

康保険証が社会保険事務所に返却されたことを意味する「証返」の表示

が有り、申立人以外に脱退手当金支給の記録が有り、被保険者名簿に「脱」

表示が有る８人についても全員「証返」の表示が有る。 

    さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申

立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和 45

年３月 14 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはう

かがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情



は見当たらない。  

    これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 


